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稲作を中心とする土地利用型農業の

構造と経営の展望について

1. はじめに

現在，我が国では世界的にみても栄養バランス

のとれた健康的で豊かな「日本型食生活」ともい

うべき食生活のパターンが形成されている。これ

は，経済の国際化に伴って農産物の輸入自由化が

進められた結果でもあるが，同時に食料自給率の

大幅な低下を招くこととなった。

一方，農業，農村においては農業就業人口の減

少，高齢化，耕地利用率の低下等が進行してお

り，国内の食料供給力の低下のみならず，地域社

会の維持が困難なところもでてきている。このよ

うに，我が国の農業や農村を取り巻く状況には極

めて厳しいものがある。

先般，農林水産省が公表した「新しい食料・農

業・農村政策の方向J(以下，新政策という〉は，

このような状況に対して，今後展開すべき政策の

論点整理と方向付けを示したものである。ここで

は，そのなかで示された10年程度後の稲作を中心

とする農業構造と望ましい経営の展望，さらにそ

れを実現するための農業政策の展開方向について

紹介することとしたい。

農林水産省大臣官房企画室

室長補佐矢野哲男

2. 新政策における位置付け

現在，我が国の稲作等の土地利用型農業は，他

分野に比べて規模拡大が立ち遅れており，国内に

おける供給力の低下が懸念されている。このよう

な状況の下での最優先の課題は，農業経営に意欲

と能力のある者を確保し，効率的・安定的な農業

経営を広範に形成することである。

このためには，農業経営を行う者が，その能力

を十分に発揮することによって所得と同時に経営

の面白さや心の充足感を享受できる条件を早急に

整備することが必要である。

このようなことから，新政策においてはまず，

職業として選択し得る魅力とやりがいのある将来

の経営体像を，農業構造の展望と技術・経営の視

点を踏まえて提示することを農業政策推進の基本

として位置づけているのである。

3. 稲作を中心とする農業構造と望ましい経営の

展望

(1)農業構造の展望

新政策で示した農業構造の展望は，農林水産省

が開発した農業構造モデルによるシミュレーショ
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ンを基礎としており，具体的には，農業センサス

の動態調査結果(昭和60年から平成 2年の聞に農

家の規模等がどのように変化したかを調査したも

の〉における農家の異動状況を基礎に〉将来の農

業構造を試算したものである。なお，この試算

は，単純な予測ではなく，労働力の充実している

農家の規模拡大を促進するという観点から，この

ような農家の規模拡大のテンポをセンサスの水準

以上に促進するなど，政策努力を意欲的に織り込

んだものとなっている。試算の結果， 10年程度後

の農業構造については，

①農業労働力が約 3分の 2程度に減少(基幹的農

業従事者数:310万人→210万人程度〉するとと

もに高齢化が進行(65歳以上の比率が 5割程度〉

することから，農家戸数は現状の 380万戸から

250--300万戸程度に減少する。

②他方，農地を所有するものの土地利用を他の経

営体に委ねるいわゆる土地持ち非農家が大幅に

増加 (78万戸→140--190万戸〉する。

③経営感覚に優れ，効率的，安定的な経営体とし

て「個別経営体」が35--40万，組織経営体が 4

表 1 農家戸数の推移と見通し

昭和 昭和

35 #- 50 年

[35~50J 

く606> く495>

総農家数

(企1.3) 

125 
中核農家

( - ) 

個別経営体

--5万形成される。

とみられる。(表 1， 2) 

また稲作についてみると，

①稲作を主とする「個別経営体」は15万程度で，

うち，稲作単一経営は 5万程度，野菜などの集

約作物との複合経営は10万程度

②さらに，現在稲作を主とする生産組織(1.7万

組織〉は受託組織，共同利用組織等多様な形態

で展開しており，これらを母体に形成される組

織経営体は 2万程度

③これらの経営体による稲作生産のシェアは 8割

程度

と見込まれる。

なお，このような農業構造を実現するために

は，今後の10年程度の間に過去の実績の 2倍以上

の農地を流動化し，その大半を望ましい経営体に

集積することが必要と考えられる。(図 1) 

(2)望ましい稲作経営の展望

望ましい稲作経営の展望に当たっては，農業を

職業として選択し得る魅力あるものとするため，

主たる従事者の年間労働時間及び生涯所得のいず

(単位:万戸、万、%)

昭和 平成 平 成

60 年 2 年 12 年

[50~60J [60~2J [2~12J 

く438>

423 383 250~300 

(企1.2) (企1.9) (企4.2~ 企2.4)

87 62 

(企3.7) ("'6.3) 

10程度 35~40 

資料:農林水産省「農林業センサス」、「農家経済調査」

注:l.f農家jとは、平成 2年センサスでは、経営耕地面積10a以上の農業を営む世帯または

年間の農産物販売金額が15万円以上あった世帯。

2.く 〉内は、旧定義による農家数。(西日本では、経営耕地面積5a以上、農産物販売金額

10万円以上)

3. ( )内は、[ ]内の期間についての年平均減少率。
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<稲作を中心とした農業構造及び経営の姿>

|平成 2年I I平成12年|

図 1
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われることを想定して試算している。

経営の類型は，需給，コスト，労働力等の問題

を考慮して，米，麦，大豆等による作付体系と

れもが地域の他産業従事者と均衡する水準とする

とともに，現在の技術水準のもとで，集団化され

た圃場と機械化体系による生産性の高い営農が行
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表 2 基幹的農業従事者の動向と見通し

昭和35年 昭和60年

言十 1，175 370 
ーーーーーーーーーーーーーーーーーー ー一時『ー一世ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー日ーーーー

男 55歳未満 172 

55 ~ 65歳 118 
女

65歳以上 80 
ーーーーーー回目ーーーーーーーーーー ----同『回目】『叫目『ーーーーー 四ーーーーーーーーーーーーーーーーー

言十 60歳未満 235 

65歳未満 290 

551 187 
ー--------ーーーーーーーーーー ーーー-----同甲骨ー『“ーーーー ーーーー---ーー『四『ー開園酔再開 F 明

男 55歳未満 76 

55 ~ 65歳 59 

65歳以上 52 
---ーーーーーーーーーーーーー一『ーーーーーーーーー--ーーー司園田ー司ー・・・・・ーーーーーーーー』ーーーー-

子
60歳未満 106 

65歳 未 満 135 

言十 624 183 
一一『ーーーーーーーーーーーーーーー --ー『ー『骨『司』ー四ーーー---『ー-"・--由ー』圃国ーーーーーーー

女 55歳未満 96 

55 ~ 65 i歳 59 

65歳以一上 28 
ー--ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー--ーーー由回 --同・"-圃ーーーーーーーーーーーー

ー子
60歳 未 満 129 

65歳 未 満 155 

①経営規模は，地域による

(単位:万人、%) 差はあるものの，個別経

平成 2年

313 (100) 
ー--ーーーーーーーーーーーーーー

113 (36) 

109 (35) 

90 (29) 
ー-ーーーーーー戸-----・噌司ーー

162 (52) 

222 (71) 

162 (100) 
"ー『再--曹司ーーーーーーーーーーー

52 (32) 

54 (34) 

56 (35) 
一ー--担--ーーーーーーーーーー

74 (46) 

106 (65) 

150 (100) 
ーーーーーーーーーーーーーーーーー

61 (41) 

55 (36) 

34 (23) 
一ーー-ー一一---一回目ー・ーーー

88 (58) 

116 (78) 

平成12年

210 (100) 
ーーーーーーーーーーーーーーーー一

59 (28) 

55 (26) 

97 (46) 
ーーーーーーー-------ーーー

81 (38) 

114 (54) 

107 (100) 
ーーー『ーー『ーーーーーーーーー四ー

30 (28) 

24 (22) 

54 (50) 
ーーーーーーーーーーーーーーーーー

39， (36) 

53 (50) 

104 (100) 
ーーーーーーーーーーーーーーーーー

30 (29) 

31 (30) 

43 (41) 
冒---------ーーーーーーー

43 (41) 

61 (59) 

営体で10'-"'20ha程度，組

織経営体では一集落ない

し数集落に相当する程度

②稲作の生産性は大きく向

上し，平成 2年産の米生

産費(労働時間で45.6hr

費用合計 144千円/10a

:都府県)と比載する

と，個別経営体では

1) 10 a当たり労働時間

(23，-... 25hr) 及びコス

ト水準(費用合計:78 

'-"'83千円)は，ともに

平均の 5'-"'6割程度

2)現状の大規模層 (10

ha 以上の層:労働時間

25.5hr，費用合計97千

円〉と比べても労働時

間はこれを下回り，コ

ストでは 8割程度の水

準

資料:農林水産省「農林業センサス)
③直播栽培等の新技術の導

入・普及や大区画圃場の

集団化などが実現した段階では，生産コスト

(62，-...66千円)は全国平均の 4，-...5割， 10ha以

上の大規模層の 6'-"'7割程度に低下する

し，個別経営体と組織経営体の 2類型を想定し

た。また，地域区分は，北海道，北東北の 1年 1

作地帯，南東北・北陸の 2年 3作地帯及び関東以

西の 1年 2作地帯(九州、|は早期水稲栽培を導入し

た 3年 5作〉として検討している。

注:1)現状の他産業従事者の生涯所得を諸統計

から推計(生涯賃金，退職金，年金を現行

の支給額水準で試算〉すると，地域による

差はあるものの，主要農業地域では概ね

2.0，-...2.5億円程度と見込まれる。

2)"年間労働時間は，労働省の毎月勤労統計

調査によれば平成 3年の調査産業計で2000

-時間強(事業所規模30人以上〉であり，本

年 6月に閣議決定された「生活大国 5か年

計画」では，今後 5年間に年間総労働時間

( )¥を1800時間とすることを目標としているo

i 経営展望の試算結果によれば，、

と見込まれる。(表 3， 4， 5， 6) 

(3)作物別の研究開発の方向

このような経営を実現するためには基幹的な作

物についての研究開発を効果的に進めることが必

要である。水稲については，良質化とともに省力

.低コスト化のための品種育成と栽培・作業技術

の開発，小麦については，良質化とともに安定・

多収栽培技術の開発と品種育成，大豆について

は，省力・低コスト化を図るための機械化管理・

収穫技術や栽培技術の開発・改良，安定多収品種

の育成，病害虫防除技術の開発が重要課題となっ

ている。

今後は，これらの研究開発について，目標とス

ケジュールをいわば研究戦略として明確にしなが
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表 3 個別経営体の経営展望

く経営概況〉

1年1作地帯 2年3作地帯 l年2作地帯

北海道 北東北 南東北・北陸 関東以西

延作付而積 (ha) 28.0 18.0 21. 6 21.6 

ァド 手前 14.0 12.0 10.8 7.2 

麦 7.0 3.0 5.4 7.2 

大 旦 7.0 3.0 5.4 3.6 

野 菜 3.6 

経営面積 (ha) 28.0 18.0 16.2 10.8 

7]'( 早 収 (kg/10a) 520 550 520 480 

手前 労働 時間 (hr/10a) 18.3 25.3 24.9 22.5 

1人当たり 基幹 (hr) 1，900 2，000 2，000 2，000 

労働 H寺間 補助 (hr) 700 800 900 1.100 

水稲費用合計(千円/10a) 78 83 81 78 

注:関東以西においては、裏作として野菜(キャベツ3.6ha)を導入している。

く生産性比較:水稲〉

労働時間(平均=100) I 64 (84) I 56 (99) I 55 (98) I 49 (88) 

費用合計(平均二1附 I77 (91) I 58 (86) I 56 (83) I 54 (81) 

注:1)平均および10ha以ー 1:.:.は、平成 2年産米生産費の北海道及ぴ都府県と比較。

2) ( )は、 10ha以ー上層に対する比率。

表 4 組織経営体の経営展望

く経営概況〉

九 州、|

24.0 

9.6 

9.6 

4.8 

14.4 

500 

23.2 

1，900 

800 

79 

51 (91) 

55 (81) 

1年 1作地，帯 2年3作地帯 1年 2作地'帯

北東北 南東北哩北陸 関東以西

延作付両積 (ha) 48.6 57.6 70.2 

ァド 手前 32.4 28.8 23.4 

麦 8.1 14.4 35.1 

大 旦 8.1 14.4 11. 7 

経営面積 (ha) 48.6 43.2 35.1 

ァk 単 収 (kg/10a) 550 520 4'80 

不泊 労働 H寺問 (hr/10a) 23.6 23.4 21.3 

1人当たり 基幹 (hr) 1，900 1，900 1，900 

労働時間 補 ll)J(hr) 1，000 1，000 600 

水稲費用合計(千円/10a) 79 77 73 

く生産性比較:水稲〉

労働時間(平均二100)I 52 (93) 51 (92) 47 (84) 

費 用合計(平均=川 54(81) I 53げ9) I 50げ5)

注:1)平均および10ha以上は、平成 2年産米生産費の都府県と比較。

2) ( )は、 10ha以.1-.層に対する比率。

九 州、l

66.0 

26.4 

26.4 

13.2 

39.6 

500 

21. 7 

1，900 

800 

76 

48 (85) 

53 (78) 

ら実施することとしている。 稲作以外の土地利用型農業経営においても，

(4)その他の土地利用型農業経営 ①酪農及び肉用牛生産では，生産性向上・経営体
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表 5 技術進歩を見込んだ場合の経営展望 -組織経営体-
く経営概況〉

用地区域の中で育成すべき経営体

が生産を行う区域や，農用地区域

外で住宅などの土地利用を行うた

めの区域を設ける〉

2年3作東日本 1年2作凶日本

延作付面積 (ha)

ァド 手前

麦

大 豆‘

経常而積 (ha)

71< 収 (kg/10a)

労働時間 (hr/10a)

1人当たり 基幹 (hr)

労働 H寺問 補1iJJ(hr) 

水稲費用合計(千r[J/10a)

く生産性比較:水稲〉

労働時間(平均=100) 

92.0 

46.0 

23.0 

23.0 

69.0 

630 

7.5 

1，800 

700 

66 

16 (29) 

120.0 

48.0 

48.0 

24.0 

72.0 

550 

6.4 

1，800 

800 

62 

14 (25) 

【経営感覚に優れた経営体の育成】

・経営管理能力の向上，給料制，休

日制の導入などに重点を置いた普

及指導体制の整備

-普及所，農協，農業委員会などの

関係機能を集積した，総合的な技

術経営指導・情報提供の仕組みの

整備

【経営形態の選択肢の拡大】

・家族農業経営，生産組織を含む法

人化の推進

費用合計(平 均=100) I 46 (68) 43 (64) 

-労働力の周年消化，財務基盤の強

化，幅広い人材活用に向けた農業

生産法人制度の整備(株式会社に注:1) 平均および10ha以上は、平成 2年産米生産費の都府県と比較。

2) ( )は、 10ha以上層に対する比率。

質強化と併せて，ゆとりある酪農経営の実現と

肉用牛資源の拡大，さらには環境問題への適切

な対応

②野菜では，供給事情の変化を踏まえた政策運営

の転換と供給力の確保

③果樹では，国産果実の特性等を生かした足腰の

強い果樹産地の育成

④畑作物では，需要サイドのニーズに対応しつ

つ，生産の安定と経営の体質強化を図る

ことが必要であり，このようなそれぞれの課題を

踏まえて望ましい経営の展望を示しつつ，所要の

政策を講じていくこととしている。

4. 今後の農業政策の展開方向

経営感覚に優れた効率的・安定的な経営体が生

産の大宗を担う農業構造を実現するため，農地制

度，土地改良制度などの見直しを含めて以下の政

策を推進することとしている。

【地域農業の再編】

.集落段階を基礎として育成すべき経営体及び土

地利用のあり方を明確化し，段階的に進める仕

組みの整備，及びこれと一体となった生産基盤

整備等の集中化・重点化

・土地の面的管理を適切に行う仕組みの整備(農

ついては一般農地取得を認めるこ

とは適当でないが，農業生産法人のー形態とし

て更に検討〉

【新規就農の促進と支援措置】

. 0 J T (日常業務を通じた実地訓練〉の活用を

含む研修教育，低利資金の融通，情報のネット

ワーク化による相談・斡旋などの体制の整備

-女性の役割を明確化と，農業生産・農村活性化

の担い手としての能力発揮のための条件整備

【農地及び農業用水の効率的利用と土地改良事業

推進手法の整備】

-望ましい経営体への農地利用の集積に向けた農

地保有合理化促進事業の改善とその積極的な活

用(農地の当面の引受け手がし、ない地域におけ

る農協，市町村の公益法人が行う農地の適切な

利用・管理を推進〉

・農作業受委託の推進

-関係農業者の合意形成の円滑化と農地利用の集

積を図るための土地改良事業の推進手法の整備

.地域の農業構造の再編と利用形態の変化を踏ま

えた農業用水の確保・再編と農業水利施設の管

理体制の強化

5. むすび

本年6月に閣議決定された「生活大国五か年計
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表 6 経営展望の前提条件

く現状の技術水準〉

J]fi 目 |大j 空仁公「

ほ 場条件
30a区画を基本(北海道50a)、汎用化水問、個別経営体で、2ha、組織経営

体で、6ha程度に集同化された岡場

組織品壬常体:基幹 3(オペレーター)+補助 3
ノ白、、]‘ 世b )J {岡別経営体:基幹 1(オペレーター)+補助 2

(ピーク時の 1日当たり労働時間は10時間程度)

殺 培 技術等 稲作:{!!IJ条施肥、麦:密条嬬き、大豆:開花期の追肥等

主tl.縮財2[:1芦;f本:45PS級トラクター

移梢 {H1J条施IJ巴川fiQ機(高速5-6条)

播種 ロータリーシーダー (8条)

収穫汎用コンノ〈イン

機械装備等 イ|古I}JIH，王常体:30PS級トラクター

移楠側条施)j巴川植機，(I言i速4条)

情積 ロータリーシーダー (6条)

収穫 自IJ見111コンパイン (3-4条)

乾燥調製:共同乾燥調製(ライスセンタ一等)

ql. !I又 水 i千三 水稲:480-550kg、麦:370-420kg、大豆:250 -300kg/10a 

〈将-~亡の技術水準〉

J'u 目 |人j ~ 、-

2 ha椋度の大rsz同|ほ場、汎用化水fll、'9ha程度に集団化された岡場

ほ 場条件 (千{人へリの効率的な利川のためには、数今卜--(iha以上の作業単位が

必要)

1、、:; 怪J1 基幹 2(オペレーター)+補助 2

由: 播 la播適応性品種の育成(丙 11本:乾同直幡+itt水 L:壌中直播)

主主 手LY官・部 礼的に対応した高精度かっ高速の部分耕起移植機の導入

f音 分耕移植 (東日本:乳苗・部分耕移植)

技 J番 本竜 不耕起播種機の実用化・導入(麦、大豆)

市町 施 月巴 より適期に効果を発揮する緩効性肥料の開発(→追肥回数の減)

空宇 収 穫 現行の 2倍の作業能率(作業幅)を持つ汎用コンパインの導入

そ の 他 有人ヘリコプターによる湛水直播、施肥、除草剤散布、防除

-大型トラクター 60PS級

-耕-起ロータリー 2.4m幅

-移植部分耕起移植機(東日本)

.l~種不耕起播種機

機械 装備等 -収穫汎用コンノ〈インメIJrl14m

. i降水直播、防除、施肥、除草剤散布については有人ヘリコプターによ

り対応

-育苗については農協等所有の共同育苗施設を利用

-乾燥調製については農協等所有の乾燥調製施設を利用

単収水準 水稲:550-630kg、麦:450-480kg、大豆:350kg 

画」にみられるように，我が国は現在，豊かさと

ゆとりを実感できる新たな経済社会の枠組みを模

索している状況にある。

で示した方向に沿って，広く国民の理解を得なが

ら所要の制度，施策を見直し，将来の明るい農業

.農村の実現に向けて新たな政策を展開しようと

しているのである。農林水産行政においても，このような時代の要

請に応え， r新しい食料・農業・農村政策の方向」
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肥 料 の 来た道，帰る道

1 o. 昭和元禄と肥料の多様化

半世紀近く前， 日本の社会は敗戦によってどん

底の状態にあった。窒素肥料の生産量も工場の戦

災等によって往時の 5分の lまで低下し，冷害の

追いうちもあって 1千万人餓死説がでるほどの深

刻な食糧危機に直面した。しかし復興は予想外に

早くすすみ， 5年後には戦前の最高レベルを回復

し，以後相つぐ技術革新によって大量のアンモニ

アが安価に供給されるようになった。第 7表にみ

られるように，生産量が最大に達した昭和48年に

は，窒素換算で戦前の最高であった昭和16年の 7

倍にのぼり，生産量の 3分の 2は輸出されてい

た。

第 7表 日本における主要窒素肥料の生産・消費

の変遷

硫安・石室・尿素・硝安・塩安 メ口h、 三~i一

肥料原体(万トン) 窒素換算(万トン)

生産量 124 26 31. 5 

昭16消費量 128 26 32.4 

差 -4 。 -0.9 

生産量 24 8 6.7 

昭20消費量 28 8 7.6 

差 -4 。 -0.9 

生産量 192 16 319 3 82 211. 9 

昭48消費量 105 19 89 3 25 74.3 

差 +87 -3 十230 。+57 + 137.6 

生産量 167 14 74 24 78.3 

昭63消費量 90 14 65 21 57.3 

差 +77 。+9 。十3 +21.0 

アンモニア合成工業は典型的な装置産業であり

技術革新の中で製造装置の大型化が進められた

が，その経済的メリットを発揮するためには大量

に生産されるアンモニアの消費をはかる努力が同

時に必、要であった。そしてそれはつぎの 2つの方

向で進められた。一つは肥料の形態の多様化によ

る国内需要の開拓とコスト低減による輸出の拡大

京都大学

名誉教授高橋英一

であり，いま一つはカプロラクタムやアグリロニ

トリルなどの原料としてのアンモニアの新しい工

業用途の開発であった。

この中後者は，衣料，住居などの生活の面に革

命をもたらすとともに，大量に生産されるアンモ

ニアのシンクとしての役割を果した。因みに昭和

38年におけるアンモニアの工業用消費は 48万ト

ン，総生産量の27%であったが， 50年には 158万

トン， 53労と肥料用消費を凌駕するにいたり，オ

イルショックにより肥料の輸出力が急速に落ちこ

むにおよんで，昭和63年には78%と消費の大半を

カバーするようになった。

肥料の多様化は窒素だけでなく化学肥料全般に

及んだが，それは昭和元禄と呼ばれた経済的繁栄

と太平謡歌の時代の到来と無関係ではなかった。

国土のせまい日本では古来農業は土地生産性を上

げることに専念してきた。そのため農民は労力を

惜しまない勤勉さが何よりも要求されたが，昭和

元禄の到来とともに労働生産性の向上がうたわれ

るようになり，農業の省力化がはじまったO

省力化の影響は一つには有機物投与量の減少と

なってあらわれた。有機物には化学肥料が供給す

る三要素以外にもケイ酸，マグネシウムなどの特

殊成分や微量要素が含まれている。有機物投与の

減少はこれらの養分の不足をひきおこす結果とな

り，それを化学肥料が補うようになった。ケイカ

ル肥料やマグネシウムを含んだ熔成りん肥，ホウ

素，マンガンを添加したBM熔りんなどの登場が

それである。

省力は田植作業にもむけられた。一つは田植の

機械化であり，いま一つは直播によって田植を省

略する方法がとられるようになった。後者の場合

は基肥として施したアンモニア態窒素が乾田期間

中に硝化して，湛水によって流亡，脱窒するのを
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防ぐ必要があった。そこで硝酸化成抑制剤が開発

され，硝抑剤入り肥料が現われた。硝抑剤はハウ

スの亜硝酸ガス障害を防止するのにも用いられる

ようになった。この障害はハウス内の土壌表層に

肥料塩が集積し，亜石~酸の酸化を阻害するため，

蓄積した亜硝酸がガスとなって作物に被害をあた

えるものである。硝抑剤はアンモニアが亜硝酸に

酸化されるところを抑制するので，被害防止に効

果がある。

硝酸化成が抑制されることは，戦前においては

作物に対して好ましくないこととされていた。石

灰窒素には硝抑作用があるが，それはマイナスの

イメージを与えていた。硝化抑制に対する評価の

変化は，乾田直播やハウス栽培の普及，肥料のや

り過ぎといった戦前にはなかった状、況の出現によ

るものであり，これまでとはちがった目的すなわ

ち省力と安全性のための手段としてであった。

有機物肥料とくらべた場合の化学肥料の特徴は

成分が単純濃厚であることとともに，水溶性すな

わち速効性であることであった。ところが水溶性

でない化学肥料が登場するようになった。それら

は熔成りん肥，緩効性カリ肥料，縮合尿素肥料な

どのように肥料自身の溶解度によるものと，従来

の水溶性肥料を適当な資材で被覆して溶解度を調

節するものとの 2つのタイフ。にわかれる。従来化

学肥料の施用法は水溶性である点を生かして研究

されてきたが，この溶解性における変化もまた省

力と安全性という時代の要求を反映したものであ

っ7こO

省力は施肥の回数をへらすことによっても可能

であり，そのため基n巴として与えた化学肥料が作

物の生育にしたがし、徐々に可給化してゆく工夫が

凝されたのである。いま一つの安全性は水溶性の

化学肥料の溶脱や過剰が作物にマイナスに働くの

を回避するための処置から，環境の富栄養化防止

の方に重点が移っていった。いわゆる環境にやさ

しい肥料というニーズにこたえるものであった。

ところで肥料の多様化は社会状勢の変化による

新しい要望にこたえるためにおこっただけでな

く，供給源の問題も関係している。たとえば戦後

隆盛の一途をたどった製鉄工業は大量に排出する

鉱浮の一部をケイ酸肥料に供給したし，新しくお

こった石油化学工業も縮合尿素肥料の原料として

アルデヒド類を提供した。また塩安はソーダ工業

の技術革新の産物であったし，アンモニアの工業

利用(たとえばナイロンの原料のカプロラクタム

の製造〉の副産物として回収硫安が，製鉄工業や

ガス工業に必要なコークス生産の際に発生するア

ンモニアは，副生硫安として目的生産される合成

硫安にとってかわっていった。

こうして工業の内部で発生した廃物の一部は肥

料という形で農業の中にとりこまれるようになっ

た。このソース・シンクの関係は江戸時代に農業

の多角化の中で発生したソース・シンクによる物

質の流れが循環的であったのに対し，一方的な流

れであるところが異なっている。

昭和元禄と日子ばれた時代が施肥農業にもたらし

たのは，これまでに経験したことのない「省力」

と「過剰」の問題であった。これに対処するかた

ちでおこった肥料の多様化は，それ故に戦前まで

に歩んできた肥料の道からは予測できない現象で

あった。

一口メモ

l家畜の硝酸中毒と硝化抑制剤|

環境中の窒素過多のために牧草中に多量の硝酸

が蓄積し，これを食べた家畜が中毒をおこiすとい

う過去にはなかった事故がおこるようになった。

これは反すう動物である家畜の第一胃で硝酸が微

生物によって亜硝酸にかえられ，これが血液中に

入ってヘモグロビンと反応し，その酸素運搬能を

失わせるためにおこる一種のチアノーゼ症であ

る。一般に硝酸中毒と呼ばれているが正しくは亜

硝酸による中毒である。馬などの単胃動物の胃は

酸性であるので，硝酸の還元はおこりにくく被害

は少ない。ヒトも単胃であるが，生後 3ヶ月未満

の乳児は胃酸の分泌が少ないのでごくまれに亜硝

酸中毒にかかることがある。いわゆるブルーベィ

ビーである。牧草中への硝酸の蓄積を防ぐには，

土壌中の多量の含窒素有機物(家畜排世物の投入

などによる〉から分解生成したアンモニアが，硝

化菌によって硝酸に酸化されるのを阻止すること

が有効であり，ここにも硝化抑制の利用の途があ

る。
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大豆に対する LPコートの下層施肥技術

1. 下層施肥の目的

新潟県における水回転換作物は麦 ・大豆が中心

であり，それぞれの安定的な増収技術が求められ

ている。県内平野部の水田は沖積粘土質土壌が主

であり，過湿な条件とともに硬い耕盤層で転換作

物の根圏が制限され，大豆の平均収量は10a当た

り200kgに満たないのが現状である。 i地域水田

農業技術確立」という国補課題の研究の中で当農

試では転作大豆の増収のために LPコートの下層

施肥について検討してきた。

大豆の窒素栄養は根粒が固定する空中窒素でそ

の多くがまかなわれている。特に本県の沖積転換

畑では大豆が生育中に同化吸収する窒素のうち実

に70%以上が固定窒素でまかなわれている。大豆

根粒は主に地表下 5---10cm部位の根に着生する

が，その近辺に多量の肥料窒素(主に硝酸態窒素〉

が存在すると根粒の着生や活性が著 しく阻害され

る。したが って，単純に作土に施肥するだけでは

安定的に施肥窒素分の増収を得ることは難しい。

しかし，作土の下，根粒の着生部位の下方に緩効

性の肥料を局所施用すれば根粒の活性を阻害せず

に効率よく肥料室素が吸収できるという考えがあ

る。旺盛な窒素固定能と効率よい肥料窒素の吸収

を調和させて安定した増収を得ることが本試験の

目的である。

2. 試験の方法

1 )場 所:新潟農試圃場 (長岡市)

2)試験年次 :1988---1991年

3 )土壌条件:田畑輪換，灰色低地土 (灰色系〉

CL，東和統

4)供試品種:エンレイ

5)栽培概要:播種 5月30日---6月6日， 1株 1

本立て播種密度 8.9株/rrl

新潟県農業試験場

主任研究員 高橋 能彦

6)試験区の構成 (N kg/10 a) 

区名 基肥 追肥

慣行 硫安1.6

下 層 " + L P 100 10. 0 

追肥 " L P 70 10.0 

基肥硫安は全処理とも作土全層に混和。下層施

肥は写真の下層施肥機で耕起前に地 表 下 20cmに

施肥。追肥は培土直前に株元に条施。

7)調査の方法

開花期，最頂葉展開期及び黄葉期に地上部を採

取して，乾物重と窒素吸収量を分析した。収穫期

に生育中JIIl:な20株を抜取り，子実水分15%に換算

して収量を求めた。

施肥窒素の吸収利用率を追跡するためにそれぞ

れの処理区の中に75cmx2 mの木枠を埋設して

15N ラベルの硫安， L P 70， L P 100を施用し，

最頂葉展開期と黄葉期に大豆地上部を採取，吸収

15N量から利用率を算出した。

根粒の窒素固定活性を推定するために相対ウレ

イド法を適用 した。これは，大豆根粒で固定され

た空中窒素は全量ウ レイド態 (ア ラントイン，ア

ラン トイ ン酸〉で導管内を上昇すると仮定して，

導管液中の窒素におけるウレイド態窒素の割合を
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その時点の固定窒素割合とする方法である。

根の養水分吸収活性を追跡するためにRb (ル

ビジウム〉 トレーサ一法を適用し，併せて掘り取

り根量も調査した。 Rbトレーサーは塩化Rb液

(R b 5 %)を株元(注入深10，25cmの2処理)

に注入して， 3週後に地上部を採取・分析， R b 

吸収量を根活性の指標とした。

3. 結果及び考察

表 1に 3ヶ年に渡る試験での乾物生産量，窒素

吸収量を示す。下層施H巴区は乾物生産量が20~40

%慣行区より増加したが，追肥区は 2~8 労の増

加であった。窒素吸収量も下層施肥区が22-.，34%

増加したが追肥区は 5---11%の増加に留まった。

表 2に同じく処理問の収量及び品質を示した。大

豆の子実収量は窒素吸収量と高い相関が認められ

ており，子実 100kg得るには 7~ 9 kgの窒素が必

要とされている。下層施肥区は表 1の窒素吸収量

表 1 乾物生産量及び窒素吸収量(黄葉期〉

試験年度 処理区 乾物生産量窒素吸収量
( g / m2 

) ( g / m2 
) 

1989 '慣 1'J' 740 23.5 

下層施肥 957 31. 4 

迫 肥 756 24.6 

1990 '1貫 行 912 34.8 

下層施肥 1097 42.6 

追 月巴 984 38.5 

1991 '1貫 行 658 24.8 

ド層施肥 911 33.3 

表 2 収量及び品質
手-

試験年度処理t!区収 A3E三31• 百粒重 蛋白質合有率

(kg/10a) ( g ) (%) 

1989 '憤 行 3_73 34.5 43.3 

下層施肥 424 36.4 44.4 

追 肥 359 35.0 44.8 

1990 '憤 行 480 33.8 43.9 

下層施肥 592 33.8 43.9 

追 肥 531 33.3 43.6 

1991 '1賞 行 379 34.5 44.3 

下層施肥 417 34.9 43.8 

の増加を反映して，有志に増収した。その上，品

質の低下も認められなかった。このように LP100 

の下層施肥は子実が安定して増収することが認め

られた。一方， L P70の培土期追肥は年次聞で効

果に差があった。

表 3に肥料の吸収利用率を示した。スターター

的な硫安窒素は作土全層施用ということもあっ

て，利用率は10%程度とかなり低い。施用窒素全

量を基にして計算した下層施肥 LP100の利用率

は最頂葉展開期ではまだ12労と低いが黄葉期では

62%と高い利用率となった。追肥された LP70は

最頂葉展開期で 2労，黄葉期でも33労と比較的低

い利用率だった。これは，前年の試験，黄葉期で

下層施肥48%，追肥26%という結果と比べて，年

次間差はあるものの，下層施肥は追肥の約 2倍利

用率が高いという同様の結果となった。また，最

頂葉展開期以降の子実肥大期に下層施肥された L

表 3 施肥窒素吸収利用率及び同化量

試験年度処理 l?{ 最項葉展開期 黄葉期

利用率同化量利用率同化量

(%) ( g / m2 
) ( %) ( g / m2 

) 

1989 行 3.1 0.05 9.4 0.15 

下層施肥 10.2 l. 02 47.5 4.75 

追 }j巴 6.3 0.63 25.6 2.56 

1990 '1貫 iI' 8.3 0.13 9.2 0.15 

卜層施肥 12.3 1. 23 62.4 6.24 

追 月日 2.2 0.22 32.6 3.26 

Pコートの利用率が高くなるということは，大旦

側の窒素要求ノミターン，子実肥大期(新潟県での

エンレイは 8月中旬以降〉に多くの窒素吸収を要

する，と一致する肥効状況と考えあれる。

相対ウレイド法で求めた根粒活性を図 1に示し

た。ウレイド態窒素は慣行区で開花期及び最頂葉

展開期ともに約80%を占めており，本圃場の極め

て高い固定窒素寄与率を伺わせる。下層施肥区も

両ステージともに約70%のウレイド態窒素があ

り，このデータからは根粒活性の著しい抑制は認

められなかった。一方，培土期追肥区は最頂葉展

ー 開期でーウレイド態窒素が60%程度に減少して根粒
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活性の抑制が伺われた。翌1990年の試験では相対

ウレイド法を更に発展させて各ステージ間の窒素

同化量にその期間の平均相対ウレイド態窒素割合

を乗じた値をその期間の固定窒素量とする「単純

相対ウレイド法」を適用して固定窒素と化合態窒

素の吸収活性を測定した(表 4)。これから，結実

期間での窒素同化量の著しい増加が認められた。

特に， LPコートを施用した区は肥料窒素の上乗

せで化合態窒素(地力十肥料)の吸収量が慣行区

より多くなった。慣行区の化合態窒素は大半が土

壌由来の地力窒素と考えられる。培土期の追肥は

前年の試験結果と同様，緩効性の LPコートとい

えども根粒着生部位に肥料が存在したことで，多

少の活性阻害が認められ窒素固定量が減少した。

図 1 導管液中のウレイド態窒素の割合 (1989年)

開花期l
(%) ¥ 

下層施肥区では，表 3にも示されているように高

い肥料利用率とともに根粒活性の阻害がなく，固

定窒素に化合態窒素の上乗せで生育後半も高い窒

素吸収活性を示した。

地上部の生育状況の調査は圃場試験でも割合や

りやすいが，地下部(根圏〉の調査は圃場レベル

の試験では多大な労力を要する。特に，本圃場の

ような粘土質の閏場では更に困難である。 1989年

にRbトレーサ一法と掘り取り根量で各施肥処理

の根活性を調査した。この結果を図 2と3に示し

た。上層根の Rb吸収量は追肥区が一番多く，下

層根では下層施肥区のRb吸収が多くなり， LP 

コートを施用した部位で根の養水分吸収活性が高

くなる傾向が伺われた。適度な溶出窒素が根の肥

料焼けを起こすことなくむ

しろ活性を高めたことが伺

える。掘り取り根量の結果

100r ~ 
1 ・墜週 ウレイド -N からも下層施肥によって根

量が増加する傾向が認めら

れた。

50 

。
慣行 下層施肥 追肥

~ アマイド-N

口硝酸-N
以上，当初の目的のとお

り「下層施肥は根粒の活性

を阻害せず，肥料からの窒

素を効率よく生育後半まで

吸収させることができる。

その結果，窒素吸収量及び

乾物生産量が増大して多収

に効果がある。」という結

論が得られた。施用 LPコ

ードを追肥するより下層施

表4 生育ステージ聞の窒素固定量と化合態窒素(土壌+肥料〉吸収量

(N-g/m') 

処理区 掛ネm 開花期 最項葉展開共)-]-子実肥大邦i 貰葉期
5/31 7/23 8/7 8/21 

'慣 行 化合態窒素 0.93 0.67 0.90 6.02 
固定態窒素 2.04 4.96 5.79 11.73 

2.97 5.63 6.69 17.75 

下層施肥 化合態窒素 1. 77 1. 24 2.16 8.81 
固定態窒素 3.13 4.39 6.11 11. 58 

4.90 5.63 8.27 20.39 

追 肥 化合態窒素 1. 03 0.85 2.05 8.93 
固定態窒素 2.49 4.65 6.21 10.12 

計 3.52 5.50 8.26 19.05 

試験年度:1990年
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図 2 Rb吸収量 (1990年〉
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慣行 下層施肥 追)j巴

肥した方がその利用率が高し、という理由は施肥部

位の硝酸化活性が低く，溶出窒素の硝化溶脱が少

ないことが主因と推定される。いうなれば粘土質

転換畑の性質を逆手に取ったような形であるが，

この LPI00の下層施肥技術は大豆に限らず転換

畑麦作等においても検討していく必要がある。本

図 3 根重の推移 (1990年〉

(g/plant) 

6 

4 

開花Jt}J~最T頁葉展開期

2 

J番手重~開花期

慣行 f層施肥 追肥

県のような積雪地域での麦栽培では施肥窒素の流

亡損失の度合がかなり高いと推定されている。環

境への負荷軽減技術としても今後，更にこのよう

な施肥法の検討が望まれる。より安定した溶出ノf

ターンの被覆肥料の開発とより低価格での供給が

望まれる O
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